
○住民の主体的な支え合いを育み、暮らしに安心感と生きがいを生み出す
○地域の資源を活かし、暮らしと地域社会に豊かさを生み出す

○個人や世帯の抱える複合的課題などへの包括的な支援
○人口減少に対応する、分野をまたがる総合的サービス提供の支援

◆制度・分野ごとの『縦割り』や「支え手」「受け手」という関係を超えて、地域住民や地域の多様な主体が 『我が事』として参画し、
人と人、人と資源が世代や分野を超えて『丸ごと』つながることで、住民一人ひとりの暮らしと生きがい、地域をともに創っていく社会

「地域共生社会」の実現に向けて（当面の改革工程）【概要】

「地域共生社会」とは

平成29（2017）年：介護保険法・社会福祉法等の改正
 市町村による包括的支援体制の制度化
 共生型サービスの創設 など

平成30（2018）年：
 介護・障害報酬改定：共生型サービスの評価など
 生活困窮者自立支援制度の強化

2020年代初頭：
全面展開

【検討課題】
①地域課題の解決力強化のための体制の全国的な整備のための支援方策（制度のあり方を含む）
②保健福祉行政横断的な包括的支援のあり方 ③共通基礎課程の創設 等

平成31（2019）年以降：
更なる制度見直し

平成29年2月7日 厚生労働省 「我が事・丸ごと」地域共生社会実現本部決定

実現に向けた工程

改革の骨格

専門人材の機能強化・最大活用

地域を基盤とする包括的支援の強化

地域包括ケアの理念の普遍化：高齢者だけでなく、
生活上の困難を抱える方への包括的支援体制の構築

共生型サービスの創設 【29年制度改正・30年報酬改定】

市町村の地域保健の推進機能の強化、保健福祉横断的な
包括的支援のあり方の検討

 住民相互の支え合い機能を強化、公的支援と協働して、地域
課題の解決を試みる体制を整備【29年制度改正】

 複合課題に対応する包括的相談支援体制の構築【29年制度改正】

 地域福祉計画の充実【29年制度改正】

地域課題の解決力の強化

地域丸ごとのつながりの強化

対人支援を行う専門資格に共通の基礎課程創設の検討

福祉系国家資格を持つ場合の保育士養成課程・試験科目の
一部免除の検討

「地域共生社会」の実現

改革の背景と方向性

公的支援の『縦割り』から『丸ごと』への転換 『我が事』・『丸ごと』の地域づくりを育む仕組みへの転換

 多様な担い手の育成・参画、
民間資金活用の推進、多様な就労・社会参加の場の整備

 社会保障の枠を超え、地域資源（耕作放棄地、環境保全など）と
丸ごとつながることで地域に「循環」を生み出す、先進的取組を支援
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成果指標名
主な

関係部署等
初期値

（Ｈ２６）
Ｈ２７年度 Ｈ２８年度

現状値
（Ｈ２９）

目標値
（Ｈ３１）

平成２９年度実施方針
平成２９年度実績

（ ○市の実績、◎社協の実績、●市と社協の実績 ）
平成３０年度実施方針

福祉総合相談
窓口の設置
【新規】

福祉部局、
企画政策課

設置なし 設置あり 設置あり 設置あり 設置あり
引き続き「くらしサポート
窓口」を開設。

○ 生活困窮者等の相談窓口として、「くらしサポート
窓口」の継続設置。（相談者数：２１７人／月）

引き続き「くらしサポート
窓口」を開設。

地域たすけあ
い相談員の配
置【新規】

社協 ０地区 －地区 －地区 －地区 ９地区
担当相談員の増員に向け
て、引き続き募集を行う。

◎ 4区（野方、南ヶ丘、香久山、東山）、３自治会
（御岳、日進グリーンハイツ、日進ニュータウン）に
て地域課題の解決に向けて、支援を行った。小学校区
での専任の相談員は配置できていない。

地域課題の解決方法の地域
へ提案し、全地域に配置が
できるよう地区に働きかけ
ていく。

地域福祉課、
社協

１４回 ５０回 ７１回 ７１回 ９５回
引き続き座談会を実施し、
地域のニーズに合った支援
等について協議。

◎ 南ヶ丘区、御岳自治会において、「住民同士による
見守り」をテーマに年度内に住民座談会を予定してい
る。

地域課題を解決に向けた
テーマについて話し合う機
会を設けていく。

地域福祉課、
社協

２か所 ２か所 ２か所 ２か所 １９か所
関心の高い地域等を重点
に、設置に向けた地域調整
を実施。

◎ 活動を希望する区に出向き、活動の検討や先進地視
察等を行ったが、まだ設置には至っていない。

引き続き活動を検討する地
区を支援し、関心の高い地
域等を重点に、設置に向け
た地域調整を実施してい
く。

生活支援コー
ディネーター
の配置人数
【新規】

地域福祉課 ０人 ０人 ５人 ５人 ３人
必要に応じて生活支援コー
ディネータの活動支援を検
討。

○ 第１層（市全域）２名、第２層（市内３包括圏域）
３名を配置した。
◎ 社協にて第１層を受託。

必要に応じて生活支援コー
ディネータの活動支援を検
討。

地域福祉課、
社協

０か所 ０か所 ０か所 ０か所 ９か所
引き続き座談会を実施し、
地域の要望に応じて説明会
を実施。

● 小学校区に対する設置目標について、日常生活圏域
や行政区等の区域設定と比較し、求められる役割を再
確認する。

生活支援体制整備事業に関
連し、第２層協議体と役割
を明確にし設置検討を進め
る。

a

成果指標名
主な

関係部署等
初期値

（Ｈ２６）
Ｈ２７年度 Ｈ２８年度

現状値
（Ｈ２９）

目標値
（Ｈ３１）

平成２９年度実施方針
平成２９年度実績

（ ○市の実績、◎社協の実績、●市と社協の実績 ）
平成３０年度実施方針

地域福祉課、
介護福祉課、
子育て支援
課、健康課、
生活安全課、
学校教育課、
収納課、社協

未実施 実施 実施 実施 実施

生活困窮者自立支援事業支
援調整会議の充実。
相談体制の連携及び強化を
検討。

● 地域福祉課を中心に、関係課及び関係機関を招集
し、生活困窮者自立支援事業支援調整会議を定期開催
した（９回）。また必要に応じて、支援者の状況に応
じて、必要な機関と連携し、個別ケア会議を実施し
た。

引き続き生活困窮者自立支
援事業支援調整会議を開催
し支援の充実を図る。

◎

生活困窮者等
に関する研修
会開催回数
【新規】

社協 ０回／年 ４回／年 ０回／年 ２回 １回／年
関係機関との事業協働を行
う中で、協力者の開拓を行
う。

◎ 愛知県社協が行う市町村社協個別支援事業の助成金
を利用し、各種団体と協力して、学習支援事業に関す
る勉強会(11/25)とワークショップ(1/21)を開催し
た。

生活困窮者等の事業につい
ての研修を通じて各種団体
や市民の意識を啓発し、支
援の担い手の確保を目指
す。

当事者交流会
の場づくり

地域福祉課、
社協

３か所 ３か所 ５か所 ６か所 ５か所
民間支援団体と協議を行う
中で、必要に応じた支援体
制の構築を目指す。

◎ 介護者のつどい、認知症カフェ、すばる、いちばん
星の図書室、ラポールラボに加え、肢体不自由の方の
子育てを支援するため、気軽に集まれ、おしゃべりで
きる交流の場「しゃべり場」の構築支援を行った。

◎民間支援団体や当事者と
協議を行う中で、必要に応
じた支援体制の構築を目指
す。

【１】市内すべての地域をつなぐ横断組織の設置と活動の拡充

優先
◎

地域での座談
会等開催回数

◎
区・自治会で
の協働組織の
設置

地域たすけあ
い会議の設置
【新規】

【２】新たな要支援者層や困りごとを抱える人への支援

◎

横断的な専門
部署の個別ケ
ア会議の開催
【新規】
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成果指標名
主な

関係部署等
初期値

（Ｈ２６）
Ｈ２７年度 Ｈ２８年度

現状値
（Ｈ２９）

目標値
（Ｈ３１）

平成２９年度実施方針
平成２９年度実績

（ ○市の実績、◎社協の実績、●市と社協の実績 ）
平成３０年度実施方針

地域福祉課、
社協

６９% ８３% １００% １００% ７５％

引き続き、自立に向けた支
援を実施。また、生活困窮
者自立支援事業を推進する
ことにより、生活保護を受
給する前に就労できる環境
を支援。

● 支援員による定期的な面談や情報提供を行い、安定
した生活に向けた自立支援を行った。

引き続き、自立に向けた支
援を実施。また、生活困窮
者自立支援事業を推進する
ことにより、生活保護を受
給する前に就労できる環境
を支援。

a

成果指標名
主な

関係部署等
初期値

（Ｈ２６）
Ｈ２７年度 Ｈ２８年度

現状値
（Ｈ２９）

目標値
（Ｈ３１）

平成２９年度実施方針
平成２９年度実績

（ ○市の実績、◎社協の実績、●市と社協の実績 ）
平成３０年度実施方針

地域福祉課、
社協

４,１９３名 ５,２５８名 ５,８７５名 ６,２４６名 ５,５００名
引き続き、各種養成講座を
開催。

○ 認知症サポーター養成講座を市全域や行政区単位で
積極的に開催し３４４名が修了された。
◎傾聴Ｖ養成講座、精神保健福祉Ｖ養成講座を開催し
た。その他、災害Ｖco養成講座を開催予定。
◎御岳地区にて「まちの守り人養成講座」を開催予
定。

引き続き、各種養成講座を
開催。

こども１１０
番登録戸数

学校教育課 ５４８戸 ５３１戸 ５２４戸 ５１３戸 ６００戸
教育委員会と学校を中心と
して啓発を行う。

○ 新規登録者のところへは学校から先生が直接出向
き、通学路こども１１０番の家として適切な場所であ
るかを確認した上で、子供達の安全のための協力のお
願いをし、看板をお渡ししている。
○ 子供たちから感謝の手紙を渡した学校があり、看板
設置者からも喜びの声をいただいた。

教育委員会と学校を中心と
して啓発を行う。

認知症高齢者
徘徊模擬訓練
実施回数

地域福祉課 ０回／年 ０回／年 ０回／年 １回／年 ２回／年

五色園にて開催予定。
認知症への理解促進を深
め、徘徊模擬訓練など地域
における取組促進を図る。

○ 地域に出向き、地域における認知症支援策について
協議を行い、地域内の支援体制を構築した後、五色園
にて実施。

認知症への理解促進を深
め、徘徊模擬訓練など地域
における取組促進を図る。

防災訓練実施
回数

危機管理課 ２回／年 ２回／年 ２回／年 １回／年 ２回／年

防災訓練は地域主体で行わ
れるようになってきたた
め、今後は避難所の開設・
運営訓練に移行していく。

○ 自主防災組織等を対象とした避難所開設・運営訓練
を実施した。平成３０年１月２７日日進中学校にて、
３００名が参加した。

指定避難所一ヶ所で地域住
民を対象とした避難所開
設・運営訓練の実施。

地域の自主防
災組織数

危機管理課 ３２団体 ３６団体 ３８団体 ３８団体 ３５団体
設立されていない区域に対
して、自主防災組織設立へ
の支援を行う。

○ 自主防災組織の活動支援を行った。
設立されていない区域に対
して、自主防災組織設立へ
の支援を行う。

地域の自主防
犯組織数

生活安全課 ２６団体 ２８団体 ３０団体 ３０団体 ２９団体
相談があった団体への設立
支援等を予定。

○ 愛知県自主防犯団体の補助金交付について支援を
行った(五色園・南ケ丘)
○ 愛知県防犯ボランティア養成講座を長久手市と日進
市で合同開催した。

愛知県防犯ボランティア養
成アカデミーなどの開催を
行うことで、ソフト面を支
援し、現状ある団体につい
ても活性化を図る。

【２】新たな要支援者層や困りごとを抱える人への支援

生活保護世帯
の就労率

【３】協働による地域の見守り支援体制の充実

◎
見守り活動養
成人数
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成果指標名
主な

関係部署等
初期値

（Ｈ２６）
Ｈ２７年度 Ｈ２８年度

現状値
（Ｈ２９）

目標値
（Ｈ３１）

平成２９年度実施方針
平成２９年度実績

（ ○市の実績、◎社協の実績、●市と社協の実績 ）
平成３０年度実施方針

地域での座談
会等開催回数

再掲 １４回 ９５回

災害時要援護
者数

危機管理課 １,１２４人 １,０７９人 １,０７１人 １,０７０人 １,３７０人

引き続き、民生委員児童委
員や地域の協力を得なが
ら、災害時要援護者の把
握、登録を行う。

○ 区長、民生委員児童委員の協力を得ることができ
た。

引き続き地域の協力を得な
がら災害時要援護者の把
握、登録を行う。

高齢者世帯福
祉票登録世帯
数

地域福祉課 ９０６世帯 ９３６世帯 ９８０世帯 ９６３世帯 １,１５０世帯
民生委員児童委員等を通じ
た啓発を、引き続き行う。

○ 民生委員児童委員定例会において、実態の把握に努
めていただくよう啓発を実施した。

民生委員児童委員等を通じ
た啓発を、引き続き行う。

民生委員児童
委員による赤
ちゃん訪問の
割合

健康課 ９８％ ９６．７% ９７．５% ９９．５% １００％

引き続き訪問を実施し、要
支援家庭を把握した場合に
早期に適切な支援を行って
いく。

○ 生後４か月を迎えるまでの赤ちゃんがいる家庭に地
域の民生委員と主任児童委員が訪問し、子育て支援情
報等をお届けした。

引き続き訪問を実施し、要
支援家庭を把握した場合に
早期に適切な支援を行って
いく。

地域福祉課、
社協

０回／年 ３回／年 ３回／年 ６回／年 ２回／年
引き続き、多職種による情
報共有及び意見交換の機会
を設置。

○ 生活支援体制の整備を進めるため、ＮＰＯ、ボラン
ティア、介護事業関係者等生活支援サービスの担い手
との情報の共有・連携強化の場を継続実施。（地域支
えあい円卓会議：１回）
○ 在宅医療介護連携多職種連携研修を３回開催。
○ 「地域福祉をつなぐ会」として、虐待への取り組み
など情報共有及び意見交換を行い、介護事業者を中心
とした交流会を実施した。

引き続き、多職種による情
報共有及び意見交換の機会
を設置する。
地域の福祉を下支えする福
祉事業者の支援を行ってい
くため、地域の事業者への
意見聴取を行う等、必要な
支援体制の構築を検討す
る。

市民協働課、
社協

５１件／年 １５６件／年 ３２０件／年 ３０３件／年 １００件／年

広報・市民活動団体ガイド
ブック、団体情報チラシ・
団体イベントカレンダー等
による市民活動の啓発及び
団体訪問・相談支援等によ
る団体の活動支援の強化。
市民活動推進事業及びにぎ
わい交流館事業の充実。
にっしんわいわいフェス
ティバルの充実。

○ 広報に市民活動啓発特集記事（２回）を掲載した。
にぎわい交流館（市民活動支援センター）に、市民活
動団体ガイドブック、団体情報チラシ、団体イベント
カレンダー等を設置した。研修等による職員の相談対
応能力の向上を図った。
○ 市民活動団体による公募提案型事業において、庁内
から協働事業を募り、より必要性の高い事業の実施に
努めた。
○ 団体事務の支援、団体の会計に関する講座等、団体
のニーズに応じた事業の充実を図った。
○ にっしんわいわいフェスティバルにおいては、会場
を市民会館に加え、スポーツセンターを追加し、前年
度より多くの団体の出展、来場者の増加となり、市
民・団体の交流が促進した。
◎ ボランティア相談の他に、にぎわい交流館が開催し
たボンティアマッチングイベントに参加し、学生のボ
ランティアのきっかけづくり等の相談に対応した。

広報、にぎわいNEWS等に
よる市民活動の周知・啓
発。相談支援等による団体
活動支援の強化。市民活動
推進事業及びにぎわい交流
館事業の充実。ＥＳＤ推進
基本方針と連動したにっし
んわいわいフェスティバル
実施による事業の充実。
人材データベースを活用
し、効率的なマッチングを
行うとともに、ボランティ
ア活動を希望する方に合っ
た情報提供を行う。にぎわ
い交流館との情報共有を行
い、一体的な支援体制の構
築を目指す。

各種ボラン
ティア養成講
座受講者延人
数

社協 ２６５人／年 ２８９人／年 ３４０人／年 ２３４人／年 ３００人／年

関連する養成講座を結びつ
け、幅広い参加者と周知の
拡大を目指し、講座の見直
しを行う。

◎ 社協にて講座を開催した。（音訳ボランティア養成
講座名、みみサポボランティア養成講座、ボランティ
アサンタ養成講座、傾聴ボランティア養成講座、お
たっしゃボランティア、精神保健福祉V養成講座）
○ また、市では近隣市町と協力し、手話奉仕員養成講
座（５名）を行った。

多くの市民のボランティア
のきっかけとなる養成講座
を企画し、開催していく。

福祉事業者交
流会開催回数
【新規】

【３】協働による地域の見守り支援体制の充実

市民活動に関
する相談件数
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にっしん幸せまちづくりプランの実施状況
平成30年3月19日（月）

わたしのまちのしあわせづくり委員会　資料2 2a

成果指標名
主な

関係部署等
初期値

（Ｈ２６）
Ｈ２７年度 Ｈ２８年度

現状値
（Ｈ２９）

目標値
（Ｈ３１）

平成２９年度実施方針
平成２９年度実績

（ ○市の実績、◎社協の実績、●市と社協の実績 ）
平成３０年度実施方針

地域福祉課、
市民協働課、
生涯学習課、
社協

未実施 実施 実施 実施 実施

市民活動推進事業及びにぎ
わい交流館事業を充実し、
団体・人材の情報集約を図
る。関係機関等と連携し、
情報集約を図るとともに広
く情報を提供する。
まちかどネットワークに関
しては、制度が活用されて
いないため、見直しを検
討。
ボランティアセンターで
は、引き続き個人登録の推
進を行う。

○ 市民活動推進事業、にぎわい交流館事業、にぎわい
交流館登録団体等の相談支援等をとおして、人材情報
の把握、人材との連携作りを図った。にぎわい交流館
（市民活動支援センター）と社会福祉協議会（ボラン
ティアセンター）との交流を促進し、人材情報の集
約、共有、活用を図った。
○ 「生涯学習人材情報　まちかどネットワーク」に
て、情報の集約及び集約した情報の提供を行った。ま
た、登録情報の更新作業を実施した。
◎ 団体及び個人のボランティア登録をすすめた。
● にぎわい交流館と社協が定期的に情報共有し、情報
の共有を図った。

市民活動推進事業及びにぎ
わい交流館事業を充実し、
人材情報の集約を図る。関
係機関等と連携し、人材情
報の集約を図る。
「生涯学習人材情報　まち
かどネットワーク」が有効
に活用されるよう、周知方
法等を検討。
ボランティアセンターで
は、引き続き個人登録の推
進を行う。

地域福祉課、
社協

未実施 未実施 未実施 未実施 実施

外部の助成金も含めた取り
まとめを行うなど、情報の
提供方法について検討す
る。

◎ 赤い羽根共同募金関連の助成金情報を関係団体
（NPO、任意団体）へ提供したが、情報の集約はまだ
できていない。

外部の助成金情報を募集期
間等も含めて集約し、ホー
ムページへ掲載できるよう
検討する。

地域福祉課、
都市計画課、
社協

未実施 実施 実施 実施 実施

空家等所有者に対して意向
調査等を行い、空家バンク
の登録物件を掘り起こし、
必要に応じて情報提供等
行っていく。

○ 空家バンクの登録物件がないため、情報提供等を行
うことができなかった。

空家バンクの登録物件の掘
り起こしのため、制度周知
ポスターを作成する等、引
き続き各種周知活動を展開
していく。

地域福祉課、
社協

１事業者 １事業者 ３事業者 ３事業者 ３事業者
事業継続にかかる課題抽出
を行う。

○ ２事業者に対して事業更新申請を検討し、円滑な事
業運営に向けた助言や、関係機関への周知を併せて
行った。

安定した事業継続に向け
て、運営支援を行う。

a

成果指標名
主な

関係部署等
初期値

（Ｈ２６）
Ｈ２７年度 Ｈ２８年度

現状値
（Ｈ２９）

目標値
（Ｈ３１）

平成２９年度実施方針
平成２９年度実績

（ ○市の実績、◎社協の実績、●市と社協の実績 ）
平成３０年度実施方針

◎
つどいの場の
開設

地域福祉課、
社協

２２カ所 ４８ヶ所 ５５ヶ所 ６１ヶ所 ５０カ所
「つどいの場」の開設や拡
充を支援。

● 市民による「つどいの場」新規立ち上げや運営を支
援するため、運営団体へ事業内容に応じた補助金を交
付した。
● ほっとカフェ１か所新設（梨の木）
◎ 赤い羽根共同募金配分金を財源に、つどいの場に対
して公開プレゼンテーションにて審査会を行う助成事
業を新規で実施し、新たなつどいの場が４か所新設。

   ぷらっとホーム ６カ所、ほっとカフェ １９カ所、
   ふれあい・いきいきサロン １３カ所、
   体操スポット １７カ所、その他団体 ６カ所

   運営助成金交付：８団体、４０３,３８０円（予定）
　プレゼン助成金交付：５団体、２９６,７３０円

引き続き、「つどいの場」
の開設・拡充・運営の支援
をしていく。

◎
福祉有償運送
実施事業者数

【５】つどいの場の創設支援

【４】地域福祉活動の継続支援に向けた情報の集約と支援体制の再編

◎
地域の人材情
報の集約【新
規】

助成金等の情
報の集約【新
規】

空家等の情報
集約【新規】
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